
【債】白井市公共施設包括管理業務委託プロポーザル実施要領 

 

 

１ 趣旨 

現在、白井市（以下「市」という。）は、市が所管している複数の公共

施設において、設備機器等の保守管理、点検、法定検査、維持管理等（以

下、「保守点検等」という。）の業務を包括的に委託することにより、業

務の効率化と施設の維持管理に係る品質の向上、事務量の軽減等を目的と

した公共施設包括管理業務委託を令和３年度より実施している。 

現行の公共施設包括管理業務委託が令和７年度をもって契約満了となる

が、令和８年度からも引き続き同業務委託を実施し、一部施設の修繕業務

を追加する等により、さらなる業務の効率化等の実効性の高いものとして

いくことを目的とする。 

これらを踏まえ、公共施設包括管理業務委託の実施にあたっては、価格

のみではなく事業者（配置する技術者を含む。）に係る業務実績、専門

性、技術力、企画力、創造性、価格等を勘案し、総合的な見地から判断し

て最適な事業者と契約を締結する必要があることから、公募型プロポーザ

ルにより契約の相手方となる候補者（以下「受注予定者」という。）を特

定するものとする。 

 

２ 委託業務名 

【債】白井市公共施設包括管理業務委託 

 

３ 委託業務場所 

白井市復１１２３ 白井市役所 外４９ 

 

４ 業務内容 

別紙「【債】白井市公共施設包括管理業務委託仕様書」 

 

５ 履行期間 

令和８年４月１日（水）から 

令和１３年３月３１日（月）まで 

 

６ 提案限度額 

  ６２０，２６８，０００円 

  総額（消費税及び地方消費税を含む５年間の総額） 

   ※この提案限度額を超える提案は受け付けない。 

※提案限度額は、契約締結時の予定価格を示すものではなく、事業内容 

の規模を示すものであることに留意すること。 

 （１）業務ごとの内訳参考額 

①保守点検等業務費  ４２９，２３４，９６０円（５年間の総額） 



②修繕業務費      １５，３４５，０００円（５年間の総額） 

③マネジメント経費  １７５，６８８，０４０円（５年間の総額） 

（２）修繕業務費は固定とし、内訳参考額を見積書に盛り込むこと。 

年度別の金額は下記の通り。 

    年額３，０６９，０００円（税込み）×５年間 

（３）修繕業務の対象施設は、保育園及び学童保育所とする。 

（４）マネジメント経費には、修繕業務に係る設計、事業者の管理監督経

費、巡回点検を含めた軽易な作業及び機能回復作業に係る経費、その

他一切の経費が含まれる。 

（５）見積書における保守点検等業務費及びマネジメント経費は、内訳参考 

額に示す業務ごとの金額を超えることは差し支えないが、消費税及び 

地方消費税を含む５年間の総額の提案限度額を超えることはできな

い。 

 

７ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上の額を契約保証金として納付すること。 

  ただし、契約金額の１００分の１０以上の額の契約保証がなされていること

が証明される次のいずれかの書類を提出することをもって、これに代えること

ができる。 

（１）金融機関等の保証書 

（２）履行保証保険証券 
  また、白井市財務規則第１３９条第４項第１号又は第３号に該当する場合

は、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 

８ 支払特約 

  前払い金 無 

  部分払い 有 

（年度ごとの契約年額の１２ヶ月均等払い・支払回数合計６０回） 

 

９ 参加資格 

  参加申込書提出から受注予定者特定までの間に次の要件を満たす者とす

る。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者でないこと

（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合も含む）。 
（２）白井市競争入札参加者適格者名簿の大分類「建物設備等保守・修

繕」及び「建物管理・清掃」の双方に登録のある者。 
（３）白井市建設工事等請負業者等指名停止措置要領による指名停止を受

けていないこと。 
（４）白井市入札契約に係る暴力団排除要綱に定める除外措置要件に該当

していないこと。 
（５）手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者

でないこと。 
（６）本実施要領公表日前６か月以内に手形、小切手を不渡りしていない



こと。 
（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく

更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者

（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の

規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計

画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を

除く。）であること。 
（８）過去５ヵ年度（令和２年度から令和６年度）に、国又は地方公共団

体等が発注した利用用途の異なる複数施設の総合的な維持管理業務を

元請けとして１年以上履行した実績がある者。 
（９）千葉県、東京都、埼玉県又は茨城県に本店（本社）、支店（支社）又

は営業所（出張所）を有する者。 
 

 

１０ 資料の交付 

  本プロポーザルに係る資料を、下記のとおり交付する。 

  （１）交付資料 

・実施要領 

・様式集 

・仕様書 

（２）交付方法 

   ・白井市ホームページに掲載する。 

下記のＵＲＬからダウンロードすること。 

    （http://www.city.shiroi.chiba.jp/） 

 

 

 

  



１１ スケジュール 

参加申込から契約締結までのスケジュール 

手続き等の名称 日程・締切 備考・提出書類等 

実施要領等の公表 令和７年６月１３日から  

現地調査会 

申込受付期間 

令和７年６月１６日から 

令和７年６月２０日１７時まで 
 

現地調査会 

（ウォークスルー） 

令和７年６月２３日から 

令和７年７月２日までの間 
９時から１７時まで

参加申込書提出期限 令和７年７月４日１７時まで 
様式１～２（及び必

要書類） 

参加資格確認結果 

通知書送付予定日 
令和７年７月９日  

質問書受付期間 
参加資格確認結果通知のあった日から 

令和７年７月１５日１７時まで 
様式４ 

回答予定日 令和７年７月２５日１２時 
白井市ホームページ

に掲載 

提案書等提出期間 

（第１次審査分） 

参加資格確認結果通知のあった日から 

令和７年８月１日１７時まで 
様式６～１０ 

第１次審査結果通知書 

送付予定日 
令和７年８月８日  

提案書等提出期間 

（第２次審査分） 

第１次審査結果通知のあった日から 

令和７年９月２９日１７時まで 

様式１１ 

様式１２-１、１２-２

プレゼンテーション 

実施予定日 
令和７年１０月上旬  

結果通知書送付予定日 令和７年１０月上旬  

事業者選定結果公表 令和７年１０月上旬  

受注予定者との協議 令和７年１０月から令和８年２月  

見積書提出（予定） 令和８年２月  

契約締結（予定） 令和８年３月  

  



１２ 現地調査会（ウォークスルー） 

  具体的な業務内容等について参加希望者の理解を深め、市の意向に沿った

提案書の提出を促すために、次のとおり現地調査会を開催する。 

（１）現地調査会の申込 

① 「２３．担当課」に電子メールにより、メール本文に以下の事項を記載 

  し送付すること。 

・調査希望日時（第三希望まで記載） 

・現地調査施設名称（見学を希望する施設を５施設まで記載） 

・担当者名、同行人数 

また、窓口受付時間内に担当課に電話で到達確認をすること。 

（件名【[参加者名]：施設見学申込】なお、誤送信等により担当課が

確認できない場合は、現地調査が行えないので注意すること） 

② 申込みは、事業者（グループ）ごとに代表者が行うこと。 

③ 申込み期間 令和７年６月１６日～令和７年６月２０日（１７時必着） 

※施設見学参加の有無は、受注予定者選定時の審査には影響しない。 

 

（２）実施概要 

① 調査方法 

・現地調査は事業者ごとに実施し、市職員が同行する。 

・現地調査は自動車で移動するので、事業者は自動車等の移動手段を確保  

  し、参加すること。 

② 調査対象 

建築物及び建築物に付属する設備等の目視等による調査。 

  ③ 調査日時 

   令和７年６月２３日から令和７年７月２日までの間のいずれかの日時を

本市と申込者の協議により決定する。なお、施設の都合等により、申込

者の日程の希望に沿えないことがある。 

（３）留意事項 

① 施設の運営等に支障のないよう留意すること。なお、利用者がいる部屋  

や区画には入れない場合がある。 

② 資料、上履きなど調査に必要なものは各自用意すること。 

③ カメラ等による撮影は可能だが、施設利用者が特定されないように留意 

  すること。また、撮影した画像等は本プロポーザルの参考資料以外の用  

途に使用しないこと。 

④ 現地調査時には、施設の設備仕様、施設の利用状況などの質問にのみ回  

答する。 

⑤ 市が指定した対象施設及び日時以外には、現地調査は原則行わないこ 

と。ただし、一般開放する施設を見学することは妨げないが、公序良欲  

に反する行為は慎むこと。 

⑥ 現地調査の際、自動車は市が指定する場所に駐車すること。なお、施設 

により駐車スペースが不足する場合は、路上駐車などせず、近隣の民間 

駐車場等に駐車すること。 

⑦ 現地調査日は、一者（グループ）につき最長１日とする。 

⑧ 事前に調査事項等を取りまとめるなどの対応を行い、スムーズな調査に 



努めること。 

⑨その他見学に当たっての注意事項等は、見学日時決定の際に併せて通知 

する。 

 

１３ 参加申込 

（１）提出書類（各 1 部） 

①参加申込書（様式１） 

②参加資格実績要件調書（様式２）及び契約書の写し 

 

（２）受付期間 

令和７年７月４日（金曜日）１７時まで（郵送の場合は、必着） 

 

（３）提出方法  

担当課へ持参又は郵送にて提出すること。 

※持参の場合は、担当課に電話連絡し、持参予定日時を調整すること。 

※郵送の場合は、配達記録が残る方法で郵送すること。 

 

１４ 参加資格確認の通知 

参加申込書の内容について、参加資格を満たしているかを確認し、その結

果を電話連絡及び参加資格確認結果通知書により通知する。 

また、参加が認められなかった者に対しては、参加を認めない理由を記載

して通知する。 

参加資格確認結果通知書は、令和７年７月９日（水曜日）までに発送す

る。 

参加資格確認結果通知書により参加が認められなかったことについて異議

がある者は、参加資格確認結果通知書を受理した日から７日以内に必着で異

議申立書（様式３）を担当課へ提出すること。 

 

１５ 質問及び回答 

業務及びプロポーザルについて質問がある場合には、令和７年７月１５日

（火曜日）１７時までに質問書（様式４）をメール又はＦＡＸにて担当課へ

提出し、電話により担当課へ提出したことを連絡すること。 

質問についての回答は、令和７年７月２５日（金曜日）１２時までに白井

市ホームページ内に掲載する。 

回答内容については、競争条件及び契約内容に含むこととする。 

 

１６ 参加辞退 

  提案者として認定されてから、第２次審査までの間にやむを得ない事情に

より参加を辞退する場合は、辞退届（様式５）を提出すること。 

  なお、辞退することにより今後市から不利益な扱い受けることはない。 

 

１７ 評価方法及び評価基準 

（１）評価方法 

    第１次審査（業務実績等による客観評価）及び第２次審査（プロポー



ザル選定委員会による提案書及びプレゼンテーション内容の評価）によ

って行う。プレゼンテーション審査方法の詳細は別表１－３のとおり 

（２）評価基準 

  別表１-１のとおり 

 

１８ 提案方法 

（１）第１次審査 

実施体制・実績・見積額等を書類審査し、第２次審査に進む者（以下

「第１次審査通過者」という。）を上位５者選定する。 

 

（２）提出書類（各 1 部） 

・提案書等提出届（第１次審査分）（様式６） 

   ・建設業許可取得状況票（様式７） 

   ・各種認証等取組状況票（様式８） 

   ・業務主任担当者の実務実績票（様式９） 

   ・業務実績票（様式１０） 

 

 （３）受付期間 

参加資格確認結果通知のあった日から 

令和７年８月１日（金曜日）１７時まで（郵送の場合は必着） 

 

（４）提出方法  

持参又は郵送にて提出すること。 

※持参の場合は、担当課に電話連絡し、持参予定日時を調整すること。 

※郵送の場合は、配達記録が残る方法で郵送すること。 

 

（５）第２次審査 

第１次審査通過者を対象に提案書によるプレゼンテーションを実施す

る。プレゼンテーションの会場・日時については、第１次審査通過者に

別途連絡する。 

 

（６）提出書類 

・提案書等提出届（第２次審査分）（様式１１） 1 部 

   ・提案書 正本 1 部、副本５部 作成方法は別表１－２のとおり 

   ・見積書及び見積金額内訳書（様式１２-１・１２-２）1 部 

    ※様式１１、１２－１、１２－２、提案書正本を 1 冊のファイル綴 

 じとする。 

 

（７）受付期間 

第１次審査結果通知のあった日から 

令和７年９月２９日（月曜日）１７時まで（郵送の場合は、必着） 

 

（８）提出方法  



持参又は郵送にて提出すること。 

※持参の場合は、担当課に電話連絡し、持参予定日時を調整すること。 

※郵送の場合は、配達記録が残る方法で郵送すること。 

 

１９ 結果の通知 

（１）第１次審査 

第１次審査通過者には、プロポーザル第１次審査結果通知書及びプロ

ポーザル第２次審査についての通知を送付する。 

その他の者については、プロポーザル第１次審査結果通知書のみを送

付する。 

（２）第２次審査 

  プロポーザル第２次審査結果通知書により、受注予定者名と点数、次

点者名及び自己の点数を通知する。 

 

※第１次審査及び第２次審査の結果に異議がある者は、第１次審査及び

第２次審査結果通知書を受理した日から７日以内に必着で異議申立書

（様式３）を担当課へ提出すること。 

 

２０ 結果の公表 

  （１）受注予定者については白井市ホームページ内に受注予定者名と点数

等を掲載する。 

（２）受注予定者を特定した過程や評価結果については、白井市情報公開

条例に基づき対応する。 

 

２１ 契約の締結 

（１）市は受注予定者と業務の詳細等を協議うえ、見積書を徴取し契約を

締結する。 

（２）受注予定者に事故があり見積書の徴取が不可能となった場合、又は

受注予定者との協議が整わない場合、市は次点者と業務の詳細等を協

議のうえ契約を締結する。なお、受注予定者と契約が締結された場

合、市は次点者へ速やかに連絡する。 

（３）原則として、契約金額は提案時に提出された見積金額を超えること

はできない。ただし、協議の結果、設計及び仕様内容等に追加があっ

た場合には、この限りではない。 

 

２２ その他留意事項 

（１）次のいずれかに該当する場合は、失格又は提出書類を無効とする。 

・受注予定者特定までの間に参加資格を満たさなくなった場合。  

・審査の公平性を害する行為があった場合 。 

  ・本要領に規定する提出書類の提出方法、提出先、提出期限を満たさ

ない場合。 

  ・指定する様式及び記載に関する留意事項等が守られていない場合。 

・提出書類の記載に虚偽の記載があった場合。  

・提出書類に記載すべき事項の全部又は一部の記載が漏れている場



合。 

・ プレゼンテーションの開始時刻に遅れた場合。 

（ただし、大規模災害、公共交通機関等の事故等による遅延で真にや

むを得ない理由のある場合は、この限りでない。） 

  （２）書類の作成、提出及びプレゼンテーションに係る費用は、提案者の

負担とする。 

（３）提出された資料は、返却しない。 

（４）市は提出された提案書類について、受注予定者の選定以外の目的で

提案者に無断で使用しないこととする。ただし、情報公開請求があっ

た場合は、白井市情報公開条例に基づき取り扱うこととする。 

（５）提出期限以降における提出書類の差換え及び再提出は認めない。 

（６）プロポーザルを公正に執行することが困難と認めるとき、その他止

むを得ない事情があるときは、プロポーザルを延期、又は中止するこ

とがある。この場合において、提案者は異議を申し立てることはでき

ない。 

（７）本要領に定めのない事項については競争性、公平性を考慮のうえ、

適宜市が判断するものとする。 

（８）第２次審査の結果、１位の者を決定したとしても、その者の評価点

が市の定める基準を超えない場合、受注予定者としない。 

（９）本件に係る予算が、議会の議決を得られないときは、契約手続きを中

止する。なお、この場合、市は本件が契約締結されないことによる補償

は行わない。 
（１０）市は２０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする 「ゼ

ロカーボンシティ」の実現に向けて取り組んでいるため、受注者となっ

た場合は、市の方針や取組等を十分に理解し、本事業を行うに当たって

は、温室効果ガスの排出抑制等に努めることとする。 

 

２３ 提出及び問い合せ先（担当課） 

   本要領で定める提出物の提出及び質問等の問い合わせ先は下記のとおり

とする。 

   

  〒２７０－１４９２ 

  千葉県白井市復１１２３ 

白井市役所総務部公共施設マネジメント課 担当八木、石福 

  電話  ０４７-４０１－５４３８ 

  ＦＡＸ ０４７-４９１－３５１０ 
  E‐mail public-fm@city.shiroi.chiba.jp 
 

 

 

 



別表１－１ 評価基準等 
（１）第１次審査 提出書類・提案書等提出届（第１次審査分）（様式６） 

            ・建設業許可取得状況票（様式７） 

            ・各種認証等取組状況票（様式８） 

            ・業務主任担当者の実務実績票（様式９） 

            ・業務実績票（様式１０） 

 

（２）第１次審査の評価要領 

① 事業者の本店、支店等の状況   

項   目 評価点 

 千葉県内に本店、支店、営業所等がない。 ０

 千葉県内に本店、支店、営業所等がある。 １０.０

※本店、支店等は、白井市入札参加者適格者名簿の登録状況、提出されたパンフ

レット等にて評価する。 

 

② 建設業許可等取得の状況 

該当する各項目の評価点を加算したものが参加事業者の評価点とする。 

また、グループで参加する場合は、構成事業者の取得状況も考慮し評価する。 

項   目 評価点 

取得無し ０

建築一式工事、電気設備工事、管工事以外の許可を有する者 ２．５

評 価 項 目 様式 評 価 事 項 評価配点 

業務実績体制 － ① 本店、支店の状況 １０ 

７ ② 建設業許可取得状況 ２０ 

８ ③各種認証等取組状況 ２０ 

９ 
④業務主任担当者の実績・能

力等 
２５ 

業務実績 １０ ⑤過去の業務実績 ２５ 

一 次 審 査 小 計 １００ 



一級建築士事務所の登録を有する者 ２．５

建築一式工事の許可を有する者 ５．０

電気設備工事の許可を有する者 ５．０

管工事の許可を有する者 ５．０

 

 

③  各種認証等の取組状況 

ＩＳＯマネジメントシステム規格の取得状況 

項   目 
評価点 

更新なし 更新あり

未取得  ０ ― 

ＩＳＯの各規格の中で 1 規格取得 ５．０ １０．０

ＩＳＯの各規格の中で 2 規格取得し、どちらか一方のみ更

新がある 
― １５．０

ＩＳＯの各規格の中で 2 規格以上取得 １２．５ ２０．０

 

 

④ 業務主任担当者の実績・能力等 

業務主任担当者 

項   目 評価点 

建物の総合的な維持管理業務に責任者として経験 5 年以上

の実務経験を有する者。 
５．０

建物の総合的な維持管理業務に責任者として経験 10 年以

上の実務経験を有する者。 
１０．０

同種業務において業務担当者として業務完了実績を有する

者。 
１５．０

同種業務において業務責任者として業務完了実績を有する

者。 
２５．０

※同種業務：公共施設の包括管理業務（複数の公共施設の維持管理業務を包括し

た管理業務） 

※完了実績には、複数年で契約を締結しているもので１年度以上契約が完了して

いるものも実績として評価する。 

 

 



⑤ 参加事業者（グループ）の過去の業務実績 

過去５か年度（令和２年度から令和６年度）に完了した実績に基づき次表のいず

れかに該当する項目で評価する。 

項   目 評価点 

建物（民間公共を問わない）の総合的な維持管理業務の完了実

績を３件以上有する者。 
５．０

同種業務の完了実績を有する者。 １０．０

同種業務の完了実績を 2 件有する者。 １５．０

同種業務の完了実績を 3 件有する者。 ２０．０

同種業務の完了実績を 4 件有する者。 ２５．０

 

 

第２次審査 提出書類（１）提案書等提出届（第２次審査分）（様式１１） 

（２）提案書（Ａ４任意様式）※別表１－２参照 

（３）見積書及び内訳書（様式１２-１、１２-２） 

評価項目 評価の視点 配点 

実施方針 

・本業務の目的を理解し、複数年契約、包括委託で

あることを活かした提案となっているか 

20×5 ・職員の業務負担軽減につながるものであるか 

・本業務全般に対して市が持っている問題点を理解

し、実効性のある解決手段を提案しているか 

履行体制 

・本業務の実施にあたり、十分な人員配置体制を有

しているか 

30×5 

・修繕業務に対しては、自社で対応できる技術力を

有しているか（実務経験・有資格者等） 

・市、受託者、協力事業者の役割分担や業務の流れ

は適切か 

・市全体の施設管理における業務フローは確立され

ているか（施設担当職員との連携がとれているか） 



施設管理情報の

利活用策 

・点検・修繕データ活用、概算見積作成などの各施

設の保全支援に関する具体的な提案があるか 

30×5 
・施設管理情報を市の個別施設計画に連携させる提

案があるか 

・各施設担当職員が活用しやすい方法で情報管理が

されているか。 

市内事業者活用

等の提案 

・再委託先として現行水準と同等以上の市内事業者

活用方法の具体的な提案はあるか 
10×5 

その他市にとっ

て有益な提案 

・指定する提案項目以外に市にとって有益と思われ

る提案があるか 
20×5 

プレゼンテーシ

ョンについて 

・プレゼンテーションの提案内容はわかりやすくま

とめられ、理解しやすい内容であるか 
30×5 

・プレゼンテーションでの説明や質問回答時の対応

等 

見積額 
他者と比べて安価であるか 

適切な範囲内での見積額であるか 
200 

※見積額評価の算定式 

２００点×最低見積価格÷その者の提示した見積価格＝その者の点数 

（小数点以下第３位を切り捨て） 

※見積書の金額は税抜きで記載し、提案限度額の範囲内であること。 

※見積書の金額が、提案内容に沿っていないもの、不当に廉価であると選定委員

会で判断された者は評価を行わない 

 

第１次審査  １００点 

第２次審査  ７００点（１４０点×５名）＋２００点（見積） 

合計（満点） １０００点 

 

（１） 第一次審査及び第二次審査の合計得点が最も高い者を受注予定者とし、第 

２位の者を次点者とする。なお、合計得点が同点の者が２者以上いるときは、 

第二次審査の点数の高い者を優先とする。 

（２）合計得点が最も高い者であっても、合計得点が６００点に満たない者 

は受注予定者としない。 



別表１－２ 提案書類作成方法 

 

（１）作成にあたっては日本語を用い、通貨は日本円とすること。 

（２）提案書は代表者印を押印した正本１部と、提案者名等が特定できる名称や

ロゴマーク等を使用していない副本５部をそれぞれファイルで綴じて提出

すること。 

（３）提案書の様式は任意とするが、用紙はＡ４を用い、評価基準の項目順に

提案を記載する。 

（４）ページ数の制限はないが、時間内に説明可能なものとする。 

（５）見積書の金額は税抜きで記載し、提案限度額の範囲内であること。 

 

別表１－３ プレゼンテーション審査方法 

（１）実施方法 

・ プレゼンテーション及びヒアリングの実施場所、日時は、市が指定し、第

１次審査結果通知書とともに個々に通知する。 

・ プレゼンテーション及びヒアリングは、非公開で行う。 

・ 進行は、事務局で行うため、進行役となる者の指示に従うこと。 

・ 出席可能人員は、５名までとする。説明員には、委託契約を請け負った場

合に当該業務を担当する者を含むものとする。また、グループで参加する

場合は、代表事業者が必ず出席すること。 

・ 参加者の呼称は、Ａ者、Ｂ者のように参加事業者名を伏せて行う。 

・ プレゼンテーションの実施順は、提案書（二次審査提出物）の受付が遅か

った者から順に行う。 

・ 審査は４０分間とし、うち２５分を提案者からのプレゼンテーション、残

り１５分を選定委員による質疑の時間とする。事務局にて、プレゼンテー

ションの開始、終了５分前、終了の合図を行う。 

・ プレゼンテーションは必ず、「実施方針」→ 「履行体制」→ 「情報の利

活用策」→ 「市内事業者活用等の提案」→ 「その他」の評価項目の順番

で行ってください。 

・ 説明にあたっては、市で用意するプロジェクター、スクリーンを使用し、

投影して説明すること。動画を使用することは認められないが、パワーポ

イントなどのプレゼンテーションソフトによるアニメーション機能程度は

認める。なお、使用するＨＤＭＩ出力できるパソコンを参加事業者が持参

すること。 

（２）注意事項 

・ プレゼンテーション及びヒアリング当日に審査委員への追加資料等の配布

は認められない。 



・ 開始時刻に遅れた場合は、失格とする。 

ただし、大規模災害、公共交通機関等の事故等による遅延で真にやむを得

ない理由のある場合は、この限りでない。 

・ 事前に提出している提案書と内容が一致しない提案を行った場合は、失格

とすることがある。 

・ ヒアリングでは、一次審査で提出している内容に関する質問が生じること

が想定されることから、既に提出している全ての提出物を当日持参するこ

と。 

・ 提案書等に虚偽の記載をした場合には、提案書等は無効とし、失格とす

る。 

また、虚偽の記載をした者は、指名停止の措置を執る場合がある。 


